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担保法制改正のアウトライン 

▶令和7年5月30日、「譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する法律」（令和7年法律第56号。以下「新法」とい
います）及び「譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（令
和7年法律第57号）が成立しました。機械設備や在庫商品等の「動産」、売掛債権等の「債権」を目的財産とする「譲
渡担保」や、売買契約において代金完済まで対象動産の所有権を売主に留保する「所有権留保」は、長年、企業の
資金調達や売買取引等において広く活用されてきましたが、それらの取扱いについては実務慣行や裁判例等に委ね
られ、具体的な規律を定めた法令はありませんでした。今般の法制化により、譲渡担保権等に関する法律関係の予
見可能性が高まり、取引の安定、資金調達の多様化が図られることが期待されます。なお、譲渡担保権等の取扱い
は倒産手続でも問題になることが多く、今回、倒産法も合わせて改正がなされます。 
▶新法は、公布日（令和7年6月6日）から2年6月を超えない範囲で政令で定める日に施行されます（附則に特別に定
めがない限り、施行日前に締結された譲渡担保契約及び所有権留保契約に対しても新法の規律が適用されますので
注意が必要です（附則2））。なお、中間試案の段階で「事業担保制度」として議論されていた制度は、先行して令
和6年6月7日に成立した「事業性融資の推進等に関する法律」（令和6年法律52号）に基づく「企業価値担保権」と
して制度化され、公布日（令和6年6月14日）から2年6か月を超えない範囲で政令で定める日（令和8年春頃といわ
れています）に施行される予定であり、来年以降、新たな担保法制が順次スタートすることになります。 
▶新法に関連しては実務運用を含め様々な論点がありますが、本ニューズレターでは、第一弾としてまずは新法の全
体像を担保法と倒産法に分けてご紹介します。なお、法務省のWebサイトで新法及び整備法の条文と概要をまとめ
た資料等が掲載されていますのでご参照ください（https://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00371.html）。 

 

Ⅰ 担保法関連 

➢ 譲渡担保契約の定義（新法1①）i 

金銭債務を担保するため、債務者又は第三者が動産、債権その他の財産（次のイロに掲げるものを除く）を債権
者に譲渡することを内容とする契約（下記所有権留保契約のうちロを除く） 

イ  抵当権の目的とすることができる財産（次に掲げるものを除く） 
⑴ 農業動産信用法2条1項に規定する農業用動産 
⑵ 道路運送車両法による登録を受けた自動車（大型特殊自動車で建設機械抵当法 2 条に規定する建設機械で
あるものを除く） 

ロ   特許権、実用新案権、意匠権及びこれらの実施権、商標権及びその使用権、育成者権及びその利用権、特許、
実用新案登録又は意匠登録を受ける権利、商標登録出願により生じた権利並びに防護標章登録に基づく権利 

➢ 所有権留保契約の定義（新法1⑯） 

イ  売主所有権留保売買（通常の売買取引に伴うもの）（同号イ） 
動産（譲渡担保契約の上記対象動産と同様で以下も同じ）の所有権を移転することを内容とする売買その他の

契約（以下「売買契約等」という）であって、当該動産の代金の支払債務その他の金銭債務を担保するため、当
該金銭債務の全部の履行がされるまでの間は、当該動産の所有権を当該動産の所有権を移転すべき者に留保する
旨の定めのあるもの 

ロ  第三者所有権留保売買（信販会社等が代金を立替払する売買等）（同号ロ） 
売買契約等の当事者のうち当該売買契約等の目的である動産の所有権の移転を受けるべき者が、第三者に対し、

当該動産の所有権を移転すべき者に対する当該動産の代金その他の金銭の支払を委託し、当該者が、その支払を
受けたときに当該第三者に当該動産の所有権を移転することを約する契約であって、当該金銭の償還債務その他
の金銭債務を担保するため、その金銭債務の全部の履行がされるまでの間は、当該動産の所有権を当該第三者に
留保する旨の定めのあるもの 

 

https://www.kitahama.or.jp/professionals/wataru-nakamori/
http://www.kitahama.or.jp/
mailto:newsletter@kitahama.or.jp
https://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00371.html
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➢ 新法の要点（設定から実行まで） 

 動産譲渡担保権 債権譲渡担保権 

個別動産 集合動産 個別債権 集合債権 

設 定 

※ 同一財産
について重
複 設 定 可
（新法 7） 

動産譲渡担保契約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集合動産譲渡担保契約 債権譲渡担保契約 集合債権譲渡担保契約 

✔ 目的動産の特定 

▶下記事項を指定する
ことにより将来属する
動産を含むものとして
定められた範囲（動産
特定範囲）によって特
定された動産（特定範
囲所属動産）を一体と
して目的とする動産譲
渡担保契約（新法 40）。 

ア 譲渡担保動産の種類 

イ 譲渡担保動産の所在
場所その他の事項 

✔ 目的債権の特定 

▶譲渡担保債権の発生
年月日の始期及び終
期、発生原因その他の
事項を指定することに
より将来において属す
る債権を含むものとし
て定められた範囲（債
権特定範囲）によって
特定された債権（特定
範囲所属債権）を一括
して目的とする債権譲
渡担保契約（新法 53
Ⅰ）。 

対抗要件等 

※ 同一財産
につき競合
する担保権
間の優先順
位について
も定められ
ている。 

 

◎動産譲渡と同様 

※引渡し（民178） 

※特例法3Ⅰに基づく
動産譲渡登記 

※占有改定（民183）
を含む（但し下記参
照）。 

✓ 占有改定劣後ルール 

▶占有改定による引渡
しは占有改定以外の方
法で対抗要件を備えた
動産譲渡担保権、動産
質権又は企業価値担
保権に劣後（新法36
Ⅱ）。 

▶動産譲渡担保権者が
引渡しを受けた後、設
定者が譲渡担保動産
を現に所持して占有し
たときは当初から占有
改定により対抗要件を
備えたものとみなす
（新法36Ⅱ）(※潜脱
防止)。 

✓ 牽連性担保権の優先 

▶譲渡担保動産の代金
支払債務及びその支払
委託先に対する求償債
務（牽連性のある金銭
債務）のみを担保する
動産譲渡担保権は譲
渡担保動産の引渡しが
なくても第三者に対抗
でき（新法31Ⅰ）、担
保権の順位を決する上
では動産の譲渡時に占
有改定以外の方法によ

◎同左 

✓ 将来加入する動産 

▶動産特定範囲に属す
る動産の全部の引渡し
を受けたときは当該動
産特定範囲に将来加入
する動産（特定範囲加
入動産）についても対
抗要件を具備（新法41
Ⅰ）(※判例法理の明文
化)。 

✔［特例］同一動産につ
いての集合動産譲渡担
保権Aと他の（個別）動
産譲渡担保権Bとの競
合 

▶AとBの設定者が異な
る場合には、当該目的
動産に対する譲渡担保
権の優劣については、A
の担保権者が（新法41
Ⅰによる上記）引渡し
を受けた時又は当該目
的動産が動産特定範囲
に属した時のいずれか
遅い時に引渡しを受け
たものとみなす（新法
41Ⅱ）。 

 
 

◎債権譲渡と同様 

※債務者対抗要件 
債務者に対する通知
又は債務者の承諾（民
467Ⅰ） 

※第三者対抗要件 
確定日付ある証書に
よる上記通知又は承
諾（民467Ⅱ） 

※特例法4ⅠⅡに基づ
く債権譲渡登記等 

 
 

◎同左 
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る引渡しがあったもの
とみなす（同条Ⅱ）。 

▶牽連性のある金銭債
務を担保する限度で競
合する他の動産譲渡担
保権等にも優先（新法
37/※但書で例外）。 

設定者の 
権限 

✓ 設定者は、譲渡担保財産についての権利を第三者に譲渡可（新法6）。 

✓ 使用収益権 

▶設定者は譲渡担保動
産の用法に従いその使
用及び収益可（新法29
Ⅰ）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

✓ 処分権限と制限 

▶設定者は動産特定範
囲に属する動産の処分
権限を有する（新法42
Ⅰ本文）。但し、担保権
者を害することを知っ
て処分したときは効力
を生じない（同但書）。  

▶設定者の処分権限に
つき集合動産譲渡担保
契約で別段の定めをす
ることが可能（同Ⅱ）。 

✓ 即時取得の特例 

▶上記に反して動産特
定範囲に属する動産の
処分がなされた場合で
も、取引の相手方が善
意（過失の有無を問わ
ない）であれば当該動産
を即時取得する（新法
42Ⅲ。民192の特例）。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 取立権限無し（取立
委任可） 

✓ 第三債務者による
弁済の取扱い 

▶第三債務者は、債務
者対抗要件が具備さ
れた後に債権譲渡担
保権者に対してした
弁済その他債務を消
滅させる事由をもっ
て設定者その他の第
三者に対抗可（新法
48Ⅰ前段）。 

▶上記の場合、債権譲
渡担保権者は、被担
保債権の弁済期が到
来するまでは、設定者
に対しその受けた利
益の価額に相当する
金銭を支払うことを
要しないが（新法48Ⅰ
後段）、弁済期が到来
したときは、その受け
た利益の価額から被
担保債権の額を控除
した残額を支払う必
要がある（同条Ⅱ）。 

✓ 担保権者による供託
請求 

▶譲渡担保債権が金
銭債権である場合、被
担保債権の不履行が
生ずる前に譲渡担保
債権の弁済期が到来
したときは、債権譲渡
担保権者は第三債務
者にその弁済すべき
金銭を供託させるこ
とができ、この場合、
債権譲渡担保権は当
該供託金について存
在する（新法48Ⅳ）。 

✓ 取立権限 

▶設定者は集合債権譲
渡担保契約において債
権特定範囲に属する債
権を取り立てることが
できる旨の定めがある
ときは当該債権の取立
権限を有する（新法53
Ⅰ）。 

✓ 第三債務者による弁
済の取扱い 

▶設定者に上記取立権
限がある場合には、集
合債権譲渡担保権者
が第三債務者から弁済
その他の債務を消滅さ
せる事由により受けた
利益については新法
48Ⅰ後段（左記）は適
用されない（新法53
Ⅱ）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設定者の 
義務 

✓ 善管注意義務 

▶設定者は善良な管
理者の注意をもって
譲渡担保動産の使用
及び収益をしなければ
ならない（新法29Ⅱ） 

 

✓ 担保価値維持義務 

▶設定者は、正当な理
由がある場合を除き動
産の補充その他の方法
によって特定範囲所属
動産の一体としての価
値を担保権者を害しな
いと認められる範囲を
超えて減少することの

 ✓ 担保価値維持義務 

▶集合動産譲渡担保
権に関する左記規律
（新法43）が準用され
る（新法54Ⅰ）。 



 

- 4 - 
Copyright 2025 Kitahama Partners. All rights Reserved. 

ないように維持する義
務を負う（新法43）。 

物上代位 ✓  譲渡担保権者は、譲渡担保財産の売却、賃貸、滅失又は損傷によって設定者が受けるべき金銭そ
の他の物に対しても行使可（新法9） 

 ✓ 物上代位の制限 

▶設定者が担保価値維
持義務（新法43）を履
行できる間は物上代位
不可（新法44本文）。 

▶但し、設定者が担保
権者を害することを
知ってした行為又は権
限範囲を超えてした行
為によって受けるべき
物には物上代位可（新
法44但書）。 

  

担保権の 
実行 

※ 後順位の
動産譲渡担
保権者によ
る実行には
先順位の動
産譲渡担保
権者全員の
同意が必要
（新法62、
67） 

 

 

✓ 譲渡担保権者は新法第2節の規定による実行手続によらなければ、譲渡担保財産を譲渡すること
ができない（新法5）。 

 実行方法 

◆帰属清算方式（新法
60） 

①帰属清算の通知 

（内容～ⅰ譲渡担保
動産をもって弁済に
充てること、ⅱ譲渡
担保動産の見積価額
及び算定根拠、ⅲ被
担保債権額） 

②被担保債権の消滅 

（通知から2週間経過
時又は担保権者が譲
渡担保動産の引渡し
を受けた時のいずれ
か早い時 

③帰属清算金の支払 

◆処分清算方式（新法
61） 

①処分清算譲渡の通
知 

（内容～ⅰ第三者に
譲渡したこと、ⅱ譲
渡担保動産の見積額
及び算定根拠、ⅲ被
担保債権額） 

②被担保債権の消滅 

（通知から2週間経過
時又は担保権者若し
くは譲渡先が譲渡担
保動産の引渡しを受
けた時のいずれか早
い時） 

③処分清算金の支払 

◆競売手続（新法72
Ⅱ）※民執190 

 実行のための裁判手続 

 実行方法 

◆通知義務と効果（新法
66） 

①実行(予告)通知 

（帰属清算の通知又は
処分清算譲渡をする
旨の通知） 

※実行範囲の限定可
（同条Ⅴ） 

※効果 

a 固定化（実行通知到
達後に動産特定範
囲に属するに至った
動産に担保権は及
ばない） 

b 処分権限喪失（実行
通知到達後、設定者
は動産特定範囲に
属する動産の処分
不可） 

②左記動産譲渡担保権
の実行手続（帰属清算
方式又は処分清算方
式）へ 

◆競売による差押等（法
69、70） 

※上記実行通知の効果
と同様の効果が生じ
る。 

 

超過額組入義務（新法
71） 

▶集合動産譲渡担保権
の実行により被担保債
権の全部又は一部が消
滅しかつその消滅した
額が下記a又はbのいず
れか大きい方の額を超

実行方法 

◆直接取立て（新法
92） 

◆帰属清算方式（新法
93・60） 

①帰属清算の通知 

②被担保債権の消滅 

（通知から2週間経過
時） 

③帰属清算金の支払 

◆処分清算方式（新法
93・61） 

①処分清算譲渡の通
知 

②被担保債権の消滅 

（通知から2週間経
過時） 

③処分清算金の支払 

 

 実行方法 

◆通知義務と効果（新
法94） 

①実行(予告)通知 

（直接取立て、帰属清
算の通知又は処分清
算譲渡をする旨の通
知） 

※第三債務者にも通
知をしなければ対抗
できない。 
※効果 

取立権限喪失（実
行通知到達後、設定
者は債権特定範囲に
属する債権の取立不
可。なお、集合動産
におけるような集合
物概念が採用されて
いないため固定化は
生じない。） 

②左記債権譲渡担保
権の実行手続（直接取
立て、帰属清算方式又
は処分清算方式）へ 

 

超過額組入義務（新法
95） 

▶集合債権譲渡担保権
の実行により被担保債
権の全部又は一部が消
滅しかつその消滅した
額（再生手続又は更生
手続開始の決定があっ
た場合において、集合
債権譲渡担保契約に法
107②但書の別段の定
めがあるときは、当該
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◆実行前の保全処分
（新法75） 

～ 設定者又は占有者
が価格減少行為等を
し又はそれをするおそ
れがあるとき（価格減
少行為等の禁止、執行
官による保管等） 

◆実行前の引渡命令
（新法76） 

～ 帰属清算の通知又
は処分清算譲渡をす
るために必要があると
き 

◆実行後の引渡命令
（新法78） 

～ 帰属清算時又は処
分清算時から1か月経
過後 

える場合でその消滅し
た日から1年以内に設定
者について法的倒産手
続が開始した場合、担保
権者は当該「超過分の金
銭」を倒産財団等に組み
入れる必要有り。 
a  集合動産譲渡担保権
の目的動産の価額の10
分の9 

b  当該担保権実行の費
用及び最も優先する集
合動産譲渡担保権の被
担保債権の元本合計額 
 

開始決定までに消滅し
たものに限る）が下記
a又はbのいずれか大き
い方の額を超える場合
でその消滅した日から
1年以内に設定者につ
いて法的倒産手続が開
始したときは、担保権
者は、当該「超過分の
金銭」を倒産財団等に
組み入れる必要有り。 

a  集合債権譲渡担保
権の目的債権（再生手
続又は更生手続開始の
決定があった場合にお
いて、集合債権譲渡担
保契約に法107②但書
の別段の定めがあると
きは当該開始決定まで
に発生したものに限る）
の価額の10分の9 

b  当該担保権実行の費
用及び最も優先する集
合債権譲渡担保権の被
担保債権の元本合計額 

倒産手続に
おける取扱
い 

※ 倒産手続
開始の効果 

 

 

①破産・民事再生⇒別除権、②会社更生⇒更生担保権、③特別清算⇒担保権として扱う（新法97） 

 ✓ 倒産手続開始＝実行
通知（新法106） 

▶設定者に倒産手続開
始決定があったときは
新法66Ⅰの実行通知
があったものとみなし
て新法66Ⅱ～Ⅳ及び
Ⅵを適用。 

➡固定化 
倒産手続開始後に

動産特定範囲に加入し
た動産に担保権は及ば
ない。 

➡処分権限喪失 
設定者は倒産手続

開始時に動産特定範
囲に属する動産を処分
できない。 

 

 ✓ 倒産手続開始＝実行
通知（新法107） 

▶設定者に倒産手続
開始決定があったとき
は新法94本文の実行
通知があったものとみ
なして同条を適用（同
条Ⅲ）。➡ 取立権限喪
失 

▶設定者に倒産手続
開始決定があったとき
は集合債権譲渡担保
権はその後に発生した
債権には及ばない（同
条ⅠⅡ）（一種の固定
化）。 

←但し、再生手続又は
更生手続について
は、集合債権譲渡担
保契約に別段の定め
をすることが可能（同
条Ⅱ但書）。 
この場合に担保権

実行により被担保債
権の全部又は一部が
消滅したときは、再
生債務者又は再生・
更生管財人は、①共
益債権、②一般優先
債権、③弁済許可を
得た少額債権の金額
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を担保権者から償還
させることができる
（同条Ⅳ）。 

 

➢ 所有権留保契約 

～ 譲渡担保契約に関する各種規定を所有権留保契約に準用（新法111Ⅰ）。 

※「留保所有権」＝所有権留保動産の所有権を留保する者が所有権留保契約に基づいて所有権留保動産について
有する権利（新法2⑱） 

※「留保売主等」＝留保所有権を有する者（新法2⑲） 

※「留保買主等」＝所有権留保契約の当事者のうち、被担保債権に係る債務の全部の履行がされた場合に所有権
留保動産の所有権の移転を受ける者（その者が所有権留保動産について有する権利を他の者に譲渡した場合に
あっては、その権利を現に有する者）（新法2⑳） 

１ 動産所有権留保の対抗要件（新法109） 

⑴ 原則（同条Ⅰ） 
所有権留保動産の留保買主等から留保売主等への引渡し（登記又は登録をしなければ権利の得喪及び変更を第

三者に対抗することができない動産にあっては、留保売主等を所有者とする登記又は登録） 

⑵ 例外（同条Ⅱ） 
牽連性のある金銭債務のみを被担保債務とする、いわゆる「狭義の所有権留保」（新法2⑯）については、引

渡し不要（登記又は登録をしなければ権利の得喪及び変更を第三者に対抗することができない動産を除く）。 

２ 再生手続開始申立て等を解除事由とする特約の効力（新法110） 

次に掲げる場合に所有権留保契約（新法2⑯イに規定するもの(売主所有権留保売買)に限る）が解除される旨の特
約又は次に掲げる場合に該当することを理由として留保売主等に対し所有権留保契約の解除権を付与する特約は無
効とされます。 

ア 留保買主等について再生手続開始の申立て又は更生手続開始の申立てがあったとき。 

イ 留保買主等に再生手続開始の原因となる事実又は更生手続開始の原因となる事実が生じたとき。 

 

Ⅱ 倒産法関連 

１ 担保権実行手続中止命令（見直し） 

実務では、従来から譲渡担保権も再生手続における担保権実行手続中止命令や担保権消滅請求の対象になるものと
して運用がなされてきましたが、新法によりかかる実務運用が法制化されました。改正後の当該中止命令に関する民
事再生法31条等の条文は以下のとおりであり、会社更生法24条・24条の2や特別清算に関する会社法516条・516条
の2等も同趣旨の改正・新設がなされています。 
なお、譲渡担保権を有する者には、民事再生法中再生債務者財産につき質権を有する者に関する規定が適用され、

同法31条で「債権を目的とする質権」とあるのは「譲渡担保権」と読み替えられます（新法97Ⅲ）。会社更生法や会
社法等でも同様です（新法97Ⅳ、Ⅴ） 

【民再31条】（改正＝下線部）  

1 

 

 

 

 

 

 

裁判所は、再生手続開始の申立てがあった場合において、再生債権者の一般の
利益に適合し、かつ、第53条第1項に規定する再生債務者の財産につき存する担
保権を有する者（以下この条において「担保権者」という。）に不当な損害を及
ぼすおそれがないものと認めるときは、利害関係人の申立てにより又は職権で、
相当の期間を定めて、その担保権の実行手続の中止（債権を目的とする質権の実
行の禁止を含む。）を命ずることができる。ただし、その担保権によって担保さ
れる債権が共益債権又は一般優先債権であるときは、この限りでない。 

✓「競売申立人」→「担保
権者」 

✓ 譲渡担保権の「実行禁
止」を法制化 

 
 

2 

 

前項の規定による中止の命令は、担保権者に不当な損害を及ぼさないために必
要な条件を付して発することができる。 

✓ 新設（実務を法制化）    
 

3 

 

 

裁判所は、第1項の規定による中止の命令（債権を目的とする質権の実行手続の
中止（実行の禁止を含む。次項及び次条第1項において同じ。）の命令を除く。）
を発する場合には、担保権者の意見を聴かなければならない。 

✓ 譲渡担保権を対象とす
る場合は4項 
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4 

 

 

裁判所は、第1項の規定による債権を目的とする質権の実行手続の中止の命令を
発した場合には、速やかに、質権者の意見を聴かなければならない。ただし、あ
らかじめ質権者の意見を聴いたときは、この限りでない。 

✓ 新設（実務の発令後審尋
を法制化） 

 

5 裁判所は、第1項の規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができる。 （旧3項と同じ） 

6 

 

第1項の規定による中止の命令及び前項の規定による変更の決定に対しては、担
保権者に限り、即時抗告をすることができる。 

 

7 前項の即時抗告は、執行停止の効力を有しない。 （旧5項と同じ） 

8 

 

 

第6項に規定する裁判及び同項の即時抗告についての裁判があった場合には、そ
の裁判書を当事者に送達しなければならない。この場合においては、第10条第3項
本文の規定は、適用しない。 

 

9 

 

 

債権を目的とする質権の実行を禁止する第1項の規定による中止の命令が発せら
れたときは、当該質権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌
日から2月を経過する日までの間は、時効は、完成しない。 

✓ 新設 

 

 

 

【民再31条の2】（新設） 

1 

 

 

 

裁判所が前条第1項の規定により債権を目的とする質権の実行手続の中止を命
じた場合には、第三債務者は、再生手続の関係においては、質権者に対してした
弁済その他の債務を消滅させる行為の効力を主張することができない。ただし、
第三債務者が、その行為の当時、その命令があったことを知っていたときに限る。 

✓ 中止命令発令後の第三
債務者による弁済の効
力を規定 

 

2 

 

 

前項本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る。）には、第
三債務者は、債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることがで
きる。 

✓ 第三債務者による供託 
 
 

3 

 

前項の規定による供託がされたときは、同項の債権を目的とする質権を有して
いた質権者は、供託金につき質権者と同一の権利を有する。 

✓ 供託金に対する担保権
者の権利 

 

２ 担保権実行手続取消命令（創設） 

集合動産・集合債権譲渡担保権の実行手続が実行通知（新法66、94）により始まると、設定者は譲渡担保動産の処
分権限又は譲渡担保債権の取立権限を失い、その後に担保権実行手続中止命令（民再31等）の発令を得ても、同命令
に設定者の処分・取立権限を回復させる効果はないため、事業を継続しつつ別除権協定締結までの時間的猶予を与え
るという中止命令の趣旨・目的が達成されないことになります。そこで、民事再生・会社更生等の再建型倒産手続に
おいて、上記実行通知を取り消し、当該通知によって失われた設定者の処分・取立権限を回復させる制度（担保権実
行手続取消命令）が創設されました（新法99～104）。なお、中止命令発令前になされた、担保権者による帰属清算
の通知や処分清算譲渡、譲渡担保債権の取立て等は取消しの対象になりませんので、実行手続がここまで進行する前
に担保権実行手続取消命令の発令を得る必要があります。更生手続における担保権実行手続取消命令等（新法101以
下）も規定されています。 

【新法99】 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裁判所（略）は、再生手続開始の申立てがあった場合において、再生債権者の
一般の利益に適合し、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそれがなく、かつ、
再生債務者の事業の継続のために特に必要があると認めるときは、民事再生法第
2条第2号に規定する再生債務者等（同法第79条第2項の規定により保全管理人が
選任されている場合にあっては、当該保全管理人）の申立てにより、担保を立て
させて、第66条第1項の規定による通知、動産特定範囲に属する動産に係る担保
権の実行としての競売の手続又は第94条本文の規定による通知の取消しを命ずる
ことができる。ただし、その譲渡担保権によって担保される債権が再生手続にお
ける共益債権又は一般優先債権（同法第122条第1項に規定する一般優先債権をい
う。第107条第4項第2号において同じ。）であるときは、この限りでない。 

 
 
 
 
 
 

✓ 発令要件 

① 再生債権者の一般の利
益に適合すること 

② 譲渡担保権者に不当な
損害を及ぼすおそれがな
いこと 

③ 再生債務者の事業の継
続のために特に必要があ
ると認められること 

※ 立担保 

✓ 取消対象 

① 集合動産譲渡担保権の
実行通知（新法66Ⅰ） 

② 動産特定範囲に属する
動産に係る担保権の実
行としての競売手続 
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③ 集合債権譲渡担保権の
実行通知（新法94） 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

前項の規定による取消しの命令は、その発令前にされた第60条第1項（第93条
において準用する場合を含む。第101条第2項及び第103条第2項において同じ。）
に規定する帰属清算の通知、第61条第1項（第93条において準用する場合を含む。
第101条第2項及び第103条第2項において同じ。）に規定する処分清算譲渡、第
92条第1項前段の規定による取立て又は集合動産譲渡担保権設定者による動産特
定範囲に属する動産の処分の効力を妨げない。 

 
 
 
 

✓ 取消対象外 

①帰属清算の通知（法60
Ⅰ、93）及び処分清算譲
渡（新法61Ⅰ、93） 

②債権譲渡担保権者によ
る譲渡担保債権の取立
て（新法92Ⅰ前段） 

③集合動産譲渡担保権設
定者による動産特定範
囲に属する動産の処分 

3 

 

 

裁判所は、第1項の規定による取消しの命令を発した場合には、速やかに、譲渡
担保権者の意見を聴かなければならない。ただし、あらかじめ譲渡担保権者の意
見を聴いたときは、この限りでない。 

✓ 発令後審尋 
 
 

4 

 

裁判所は、第一項の規定による取消しの命令を変更し、又は取り消すことがで
きる。 

 

5 

 

第1項の規定による取消しの命令及び前項の規定による変更の決定に対しては、
譲渡担保権者に限り、即時抗告をすることができる。 

 

6 前項の即時抗告は、執行停止の効力を有しない。  

7 第5項に規定する裁判及び同項の即時抗告についての裁判があった場合には、
その電子裁判書（略）を当事者に送達しなければならない。 

 

8 

 

 

 

 

 

 

再生債務者が集合動産譲渡担保権設定者又は集合債権譲渡担保権設定者である
場合における民事再生法第16条の4及び第32条の規定の適用については、同法第
16条の4第1号中「第197条第1項の規定による中止の命令」とあるのは「第197条
第1項の規定による中止の命令、譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する法律
（令和7年法律第56号）第99条第1項の規定による取消しの命令」と、同法第32
条中「又は第197条第1項の規定による中止の命令」とあるのは「、第197条第1
項の規定による中止の命令又は譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する法律第
99条第1項の規定による取消しの命令」とする。 

✓ 発令後の再生申立て取
下げ制限等 

 
 
 
 
 
 

 

３ 再生手続開始申立て等を処分・取立権限の喪失事由とする特約の無効 

担保権実行手続取消命令の制度を設けても、集合動産・集合債権譲渡担保契約で再生手続開始申立て等があったと
きに自動的に設定者が処分・取立権限を失う旨の特約があると取消の対象が存在しないことになり、事業再生の支障
となることから、こうした特約を無効とする規定が設けられました。 

【新法105】 

次に掲げる場合に集合動産譲渡担保権設定者が動産特定範囲に属する動産の処分を
することができない旨の特約又は次に掲げる場合に集合債権譲渡担保権設定者が債権
特定範囲に属する債権を取り立てることができない旨の特約は、無効とするものとす
る。 

 

 

一 

 

 

集合動産譲渡担保権設定者又は集合債権譲渡担保権設定者について再生手続開
始の申立て又は更生手続開始の申立てがあったとき。 

 

✓ 再生・更生手続開始申
立てを権限喪失事由と
する特約の無効 

二 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

集合動産譲渡担保権設定者又は集合債権譲渡担保権設定者に再生手続開始の原
因となる事実（支払不能（その者が法人である場合（破産法第16条第2項の場合を
除く。）にあっては、支払不能又は債務超過（その者が、その債務につき、その
財産をもって完済することができない状態をいう。）とする。以下この号におい
て同じ。）が生ずるおそれがある場合又はその者が事業の継続に著しい支障を来
すことなく弁済期にある債務を弁済することができない場合のいずれかに該当す
る事実をいう。第110条第2号において同じ。）又は更生手続開始の原因となる事
実（支払不能が生ずるおそれがある場合又はその者が弁済期にある債務を弁済す
ることとすれば、その事業の継続に著しい支障を来すおそれがある場合のいずれ
かに該当する事実をいう。同号において同じ。）が生じたとき。 

✓ 再生・更生手続開始の
原因となる事実の発生を
権限喪失事由とする特約
の無効 
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４ 動産特定範囲に動産を属させ又は債権特定範囲に属する債権を発生させる行為に関する否認等 

⑴ 否認（新法108） 

①集合動産譲渡担保権設定者が動産を動産特定範囲に属させた場合、又は、②集合債権譲渡担保権設定者が債権
特定範囲に属する債権を発生させた場合に、それらが「専ら」担保権者に弁済を受けさせる目的でしたときは、そ
の動産を目的とする担保の供与があったものとみなして、破産法、民事再生法及び会社更生法の否認に関する各
規定が適用されます。 

⑵ 詐害行為取消し 

上記⑴①又は②の場合、その動産又は債権を目的とする担保の供与があったものとみなして民法上の詐害行為取
消に関する規定（民424の3）が適用されます（新法45、54Ⅱ）。 

以 上 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

i 括弧内の法律名は、民法＝「民」、民事再生法＝「民再」、動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律＝「特例法」

と略称し、同じく条項号は、条を算用数字、項をローマ数字、号を丸囲み数字と略記します。 


